
２．科学技術イノベーション・システムの構築 
 

 
 
 



       

大学・研究開発法人・産業界等が集い、既存分野・組織の壁を取り払い、企業だけでは実現できない飛躍的なイノベーションを産
学官連携で実現する。また、大学の研究シーズを基に、地域外の人材・技術を取り込ながら、地域から世界で戦える新産業を創出
する。さらに、民間の事業化ノウハウを活用した大学等発ベンチャー創出の取組等を推進する。 

 ２．科学技術イノベーション・システムの構築 

概要 

○強い大学発ベンチャーの創出加速                                                                           平成２８年度予算案：5,145百万円（平成27年度予算額：5,693百万円） 

強い大学発ベンチャーの創出を加速させるため、知財の集約・強化、創業前段階からの経営人材との連携や、起業に挑戦し、イノベーションを起こす人材の育成
を一体的に推進していく。 

・大学発新産業創出プログラム（ＳＴＡＲＴ） 

・グローバルアントレプレナー育成促進事業（ＥＤＧＥプログラム）※ 

・知財活用支援事業 

 
○国立研究開発法人を中核としたイノベーションハブの形成                   平成２８年度予算案：1,400百万円（平成27年度予算額： 1,500百万円） 

国立研究開発法人を中核として、産学官の垣根を越えた人材糾合の場（イノベーションハブ）の形成及びその機能強化を図るため、国立研究開発法人の飛躍性

ある優れた取組を選択的に支援・推進する（4拠点程度）。 

※「４．科学技術イノベーション人材の育成・確保」と重複 

○地方創生に資するイノベーション・エコシステムの形成                          平成２８年度予算案：2,920百万円（平成27年度予算額：2,620百万円） 

地域の大学が、産官金等と協力しつつ、全国規模の事業化経験を持つ人材を活用して新産業創出に主体的に取り組む活動の支援や、地域企業と全国の研究成

果をつなぐマッチングプランナーの活用、および地域特性を踏まえた将来ビジョンに基づき、世界的にも優れた研究施設等を核に大学、企業等が集積したイノベー

ション創出の場の構築により、地方創生に資するイノベーション・エコシステムの形成を推進する。 

・地域イノベーション・エコシステム形成プログラム 

・マッチングプランナープログラム 

・世界に誇る地域発研究開発・実証拠点（リサーチコンプレックス）推進プログラム 

○センター・オブ・イノベーション（ＣＯＩ）プログラム                      平成２８年度予算案：8,869百万円（平成27年度予算額：8,186百万円） 

目指すべき社会像を見据えたバックキャストによるビジョン主導型のチャレンジングな研究開発を大型産学研究開発拠点に 

おいて推進する。 

 
○オープンイノベーション加速に向けた産学共創プラットフォームによる共同研究推進          平成２８年度予算案：700百万円（新規） 

非競争領域における産学共同研究をマッチングファンドにより支援することで、企業から大学等への資金・人材の呼び込みをより一層促進し、我が国のオープンイ

ノベーションを加速する。 

    平成２８年度予算案      ：31,994百万円 
  （平成２７年度予算額     ：35,476百万円） 
※復興特別会計に別途803百万円（831百万円）計上 
         ※運営費交付金中の推計額含む 

http://www.mext.go.jp/a_menu/kagaku/coi/index.htm
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・大学等と企業に
よるオープンイノ
ベーションの加速 

 
・大学等の教育研
究に対する民間
資金・人材の導
入拡大を実現 

 
・世界市場で展開
する新事業創出 

Ｂ大学 

①非競争領域でありながら、産業界がコミ
ットする可能性が高く、競争領域に移行
可能な領域を申請に基づきＪＳＴが選定。 

b企業 

科学技術振興機構（ＪＳＴ） 
・ガバニング委員会（ＰＤ、ＰＯを含む。文科省も参画）の設置による事業推進体制（審査、評価、事業進捗モニタリング）の構築 

・POを中心とした会議で研究領域、個別研究課題を審査  

共同研究の場に学生を含めた若
手を主体性を持った研究者として
参画させて育成 

③企画された共同研究課題をＪＳＴが審査
した上で、民間資金とのマッチングファン
ド（基本的に官民同額）により支援。 

②大学等と企業が、選定された研究
領域に属する共同研究課題を企画
し、研究チームを編成。 

オープンイノベーション加速に向けた 
産学共創プラットフォームによる共同研究推進 

○ 我が国の大学には、世界トップレベルの研究能力によって大きなインパクトを持つイノベーションを起こすポテ

ンシャルが存在するにもかかわらず、その活用の可能性、価値に関する企業への説明・提案は十分ではなく、
特に基礎研究については企業からの資金導入がわずかにとどまっている。他方で、海外の大学では、基礎研究
からの企業との協力に積極的に取り組み、その中で学生など若手の育成も行われている。 

○ 我が国の大学においても、このような基礎研究からの産学連携を促進し、長期的視野を必要とするオープンイ
ノベーションへの大学の貢献を拡大するとともに、大学の教育研究の充実も同時に図るシステム作りが必要。 

背景・課題 

大学等が企業と協力して知的資産を総動員し、新たな基幹産業の育成に向けた技術革新シナリオに
基づく非競争領域の設計、研究企画・提案等を行い、基礎研究や人材育成に係る産学パートナー
シップを拡大することで、我が国のオープンイノベーションを加速する。 

○共同研究１件当たりの受
入れ金額は、約半数が
100万円未満にとどまる。
（平均は約200万円） 

文部科学省「平成２６年度 大学等におけ
る産学連携等実施状況について」より 

大学等が企業と実施する共同研究の規模 

 平成２８年度予算案：700百万円（新規） 
               ※運営費交付金中の推計額 

本施策のねらい 
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地域イノベーション・エコシステム形成プログラム 

大学、研究機関、企業等の連携による地方創生に資する日本型イノベーション・エコシステムの形成 

地域の成長に貢献しようとする地域大学に、事業プロデュースチームを創設し、地域内外の人材や技術を取り込みながら、地域中核企業等を巻き込ん
だビジネスモデルを構築していく。国と地域が一体となって、地域が持つ強みを活かした科学技術イノベーションを推進し、新産業・新事業の創出を目指
すことにより、グローバルな展開も視野に入れた地方創生に資する日本型イノベーション・エコシステム※を形成する。 

支援内容 事業イメージ 

日本型イノベーション・エコシステムの形成 

※「イノベーション・エコシステム」とは、行政、大学、研究機関、企業、金融機関などの様々なプレーヤー
が相互に関与し、絶え間なくイノベーションが創出される、生態系システムのような環境・状態をいう。 

 事業プロデューサー：全国・世界規模で事業化経験を持つ人材 
・企業での新規事業立ち上げ等の経験 ・海外とのネットワークを有し、グローバル展開に向けた戦略立案が可能 
・研究開発成果の事業化に向け、投資家など資金調達先へビジネスプラン提案が可能 等 

事業プロデューサー 

科学技術を活用した
新産業・新事業創出 

地域中核企業等 

事業プロデュース
チーム 

特徴ある 
保有設備・
施設 

地域内外の大学等 
地域内外研究者 

（ｸﾛｽｱﾎﾟｲﾝﾄﾒﾝﾄ等） 

URAや技術移
転ｺｰﾃｨﾈｰﾀ等 

地域自治体、産業支援機関、 
地域金融機関 等 

研究者 

事業提案 

グローバル
マーケットへ 

域内外の資源の探索 

地域外企業等 

特徴あ
る研究
シーズ 

地域の実情を踏まえた、
特徴ある研究資源等を活
用したイノベーション 
創出に資する事業計画 

知財マネジメ
ント人材等 技術専門家等 

地域の将来を担う人材・技術の育成・輩出を
担い、地域内外の資源の結節点である地域大
学に対して、以下の取組を競争的に支援。 
 
１．特徴ある研究資源を保有する地域の大学
において、経営層のコミットの下、全国・
世界規模での事業化経験を持つ人材を中心
とした事業プロデュースチームを創設。 

 
 事業プロデュースチームは、グローバルな
展開も視野に、技術シーズ等の掘り起こしや
域外の有力なシーズ等の取り込みも行い、
現場・市場の課題解決につながる事業計画
を策定し、地域中核企業等へと提案。 

 
２．大学等の保有する技術シーズを磨き上げ、
地域中核企業等との産学官共同研究をプロ
デュース。地域における新産業・新事業の創
出につなげる。 

 
３．また、イノベーション促進人材の育成や学生
の地域への定着を目指し、これらの活動に
学生等を関与させる人材育成プログラムを
構築・実施。 

○地域において連続的にイノベーションを創出するシステムを構築 

 平成２８年度予算案    ：600百万円（新規） 



マッチングプランナープログラム 

＜ポイント＞ 

① 地元企業のニーズと全国のシーズとの最適マッチング 
  ・地域のニーズに最適なシーズを全国から探索 
   ・地域の産学官および金融機関とを結びつけるハブとなりワンストップサービスを提供 
   

② 広域ネットワーク 
  ・ＪＳＴ保有の全国ネットワークを活用して全国の技術シーズを探索 
  ・ＭＰがこれまでに蓄積した大学・自治体等との緊密な交流、独自のネットワーク 
  ・企業ニーズと全国の最適なシーズとをマッチング 

③ ＭＰが当事者 
  ・商品開発等に係る事業化を目指す段階までＭＰが関係機関と連携しつつ責任を持って支援 

MP 

マッチングできる!? 

マッチング 
プランナー 

全国の各大学で創出
される技術シーズ 

地域企業の困り事 

共同研究・課題解決へ 

マッチングプランナーを介した企業ニーズ解決による地域科学技術イノベーション創出 

JSTのネットワークを活用して集積した全国の膨大な大学等発シーズと、地域の企業ニーズとをマッチングプランナー（ＭＰ）が結び
つけ、共同研究から事業化に係る展開を支援し、企業ニーズを解決することにより、ニッチではあるが付加価値・競争力のある地域
科学技術イノベーション創出を目指す。 

＜課題＞ 
・ これまでの地域科学技術イノベーション施策の結果、地域の研究開発基 
盤が充実。全国各地域の大学からも有望な技術シーズが数多く創出。 
・一方、地域の企業の開発ニーズに合致する研究シーズは地域に限定さ 
れない。これを結びつける仕組みが未整備であることが、最適なマッチン 
グを図る上での障害となっている。 
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企業ニーズと全国の技術
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・頑張る地域を重点エリアとして集中的に支援 
・ＭＰが地域コミュニティに入り込み地域のネット  
  ワークと協働 

  平成２８年度予算案  ：863百万円 
  (平成２７年度予算額  ：863百万円) 
               ※運営費交付金中の推計額 



世界に誇る地域発研究開発・実証拠点 
（リサーチコンプレックス）推進プログラム 

   平成２８年度予算案  ：1,456百万円 
  (平成２７年度予算額  ：1,756百万円) 
                 ※運営費交付金中の推計額 

＜コンプレックスに集積する世界水準の最先端の研究資源を核としたプレイヤー間の相互作用の強化・成長のための支援＞ 
○コンプレックス（一定の範囲の物理的空間において、大学、研究機関、企業等がそれぞれの活動を融合させ、世界の注目を集める研究開発、成果
の事業化、人材育成を一体的に実施するための世界的にも優れた研究インフラ、組織、その他の資源の集積）内でプレイヤー間のインタラクショ
ンを活性化させ、コンプレックス全体を成長 

○研究開発、事業化、人材育成を実施するにあたり、各地域の優位性ある資源（人材、技術シーズ、先端研究設備、実証フィールド等）を、統合的に
運用するとともに、不足する資源は地域外からも導入する。 

○これらの資源を結集し、かつ有効に活用するためのマネジメントシステムを構築・運用することで、地域の優位性を最大限に活かした新事業や新
産業及び雇用の創出を行う。 

目標 

特徴 

世界に誇るイノベーション創出を目指し、地域に集積する産・学・官・金のプレイヤーが、国内外の異分野融合による最先
端の研究開発、成果の事業化、人材育成を一体的かつ統合的に展開するための複合型イノベーション推進基盤を形成
し、地方創生にも資する。 

世界トップレベルの大学・研究機関（複数）、企業等の
集積による破壊的イノベーションの創出 

海外参考事例：GIANT構想  

○フランス、グルノーブル市 

○マイクロ・ナノテクノロジー分野のMINATEC（Micro and Nanotechnology 

Innovation Campus）を中心として、エネルギーやバイオテクノロジーの分
野も統合した巨大な科学技術研究・技術移転クラスターを形成する。 

○研究者6,000人、学生5,000人、企業関係者5,000人。 

MINATEC 
マイクロ－ナノ 

テクノロジー 

グルノーブル 

経営学院 
高等教育機関 

GreEn 
次世代エネルギー 

Nanobio 
保健・バイオテクノロ

ジー 

EPN  

Science Campus 
放射光施設等 

基礎研究 



10年後の目指すべき日本の社会像を見据えたビジョン主導型のチャレンジング・ハイリスクな研究開発課題をバックキャスティングで設定。  
社会的・経済的インパクトが大きい革新的研究開発と規制改革等を推進して革新的なイノベーションを実現させる。  

プロジェクトのねらい 

川村 隆 

顧問 

COIプログラムの推進体制 

拠点の推進体制 

（株）日立製作所
相談役 

堀場 厚 
（株）堀場製作所 

代表取締役会長
兼社長 

松本 紘 

理化学研究所 

理事長 

委員長 

本事業のポイント  【ビジョン主導型の研究開発】 
 

◆現在潜在している将来社会のニーズから導き出されるあるべき社会の姿を設定
し、このビジョンを基に10年後を見通した革新的な研究開発課題をバックキャ
スティングで設定 

◆高度専門チームによるプロジェクト運営等により、既存の概念を打破し、基礎
研究段階から実用化を目指した産学連携によるアンダーワンルーフでの研究開
発を集中的に支援 

◆全国に18拠点を選定して推進 

伊藤 穣一 
MITメディアラボ 

所長 
三菱総合研究所 

理事長 

小宮山 宏 

楽天（株） 
代表取締役会長兼社長 

三木谷 浩史 渡辺 捷昭 
トヨタ自動車（株） 

顧問 

濵口 道成 
名古屋大学 前総長 

元 協和発酵キリン 

社長 

松田 讓 

大西 昭郎 

東京大学 

特任教授 

森 雅彦 

DMG森精機（株） 
代表取締役社長 

横田 昭 

元 伊藤忠商事（株）
副社長 

阿部 晃一 

東レ（株） 
代表取締役副社長 

公益財団法人 

水道技術研究ｾﾝﾀｰ 

理事長 

大垣 眞一郎 

住川 雅晴 
（株）日立製作所 

顧問 

浅倉 眞司 
GEｲﾝﾀｰﾅｼｮﾅﾙ・ｲﾝｸ
ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾘｻｰﾁｾﾝﾀｰ 
日本代表 

池上 徹彦 

元 会津大学 

学長 

センター・オブ・イノベーション（COI）プログラム 
 平成２８年度予算案  ：8,869百万円 
（平成２７年度予算額  ：8,186百万円) 
               ※運営費交付金中の推計額 



強い大学発ベンチャーの創出加速（ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｽｰﾊﾟｰﾌﾞﾘｯｼﾞ） 

◆事業の核となる知財戦略の不足 
◆ベンチャーの成長を支える事業化支援人材の不足 
◆起業に挑戦する人材の不足 
 

強い大学発ベンチャーの創出を加速させるためには、知財の集約・
強化、創業前段階からの経営人材との連携や、起業に挑戦し、イノ
ベーションを起こす人材の育成がそれぞれ重要であり、研究成果を
新産業の創出につなげるこれらの取組を一体的に推進していく。 

大学発ベンチャーが抱える課題 

特許群化やパッケージ化を進めることで活用が見込まれる国策上重要な特
許をJSTが発掘し、集約・強化することにより活用の促進を図る 

グローバルアントレプレナー育成促進事業 
(ＥＤＧＥプログラム)【H28予算案：702百万円】 

大学発新産業創出拠点プロジェクト【2,878百万円】 

海外機関や企業等と連携し、起業に挑戦する人
材や産業界でイノベーションを起こす人材の育
成プログラムを開発・実施する大学等を支援
し、イノベーション・エコシステムの創生を目
指す 

創業前の段階から、大学の革新的技術の研究開発支援と、民間の事業化ノウハウを
もった人材による事業育成を一体的に実施し、新産業・新規市場のための大学発日
本型イノベーションモデルを構築。 

知財活用支援事業【H28予算案：2,335百万円】 

大学発新産業創出プログラム(ＳＴＡＲＴ)【H28予算案：2,107百万円】 

 

ベ
ン
チ
ャ
ー
起
業 

大学発ベンチャー 
を支えるエコ 

システムの創生 

新市場を開拓する 
「強い」大学発 

ベンチャーの創出 

ＰＢＬを中心としたイノベーション創出人材の育成 

施策連携：｢ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ･ﾏﾈｰｼﾞｬｰ(PM)の育成・活躍推進ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ｣  
⇒ ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ･ｴｺｼｽﾃﾑの創生に向けて、ｲﾉﾍﾞｰｼｮﾝ創出人材の育成と流動化の観点から連携 

   平成２８年度予算案  ：5,145百万円 
 （平成２７年度予算額   ：5,693百万円） 
             ※運営費交付金中の推計額含む 

アントレプレ
ナーシップ 

デザイン思考 

事
業
化
 

メ
ソ
ッ
ド
 

ア
イ
デ
ィ
ア

創
出
法
 大学院生・若手研究者 

研究者 事業化支援 
人材（VC等） 

研究者 

研究者 経営人材 

事業化支援人材が描いたビジ
ネスプランに基づき、市場を
見据えて研究開発を実施 

研究者と事業
化支援人材と
のマッチング
を図る 

経営人材と連携して開発を進め、顧客・
市場ニーズとマッチする事業化を実現 

事業化支援 
人材（VC等） 

市場の視点から大学や研究機
関に散在している知財を集約 

研究開発を実施して、周辺特許を取得、
群化して知財の価値を更に高める 

核となる特許 

集約 
パッケージ化 



大学発新産業創出プログラム（ＳＴＡＲＴ） 

革新的技術による
メガベンチャーの

創出 

  
•産業構造の代謝停滞（企業の廃業率＞開業率） 
 

•大学等の優れた基礎研究成果の死蔵 
 

•リスクを取らない文化と起業精神の停滞 

現状認識・課題 

大学の革新的技術の研究開発支援と、民間の事業化ノウハウをもった人材による事業育成を一体的に実施し、新産業・新規市場のための大学発日本
型イノベーションモデルを構築（経験・知見の蓄積、人材育成等による持続的なイノベーションモデルを構築） 

民間の事業化ノウハウを活用した大学の次世代技術の研究開発による新産業・新規市場の開拓と日本経済の復興・再生 

革新的な技術シーズの事業化や国際展開を積極的に進めるため、 

①新事業育成に熟練した民間人材を活用 

②市場ニーズを踏まえたシーズを発掘 

③早期のビジネスモデル策定による研究開発の効率化 

④研究開発と事業育成を一体的に支援することにより、急成長する大

学発ベンチャーを３年間で創出。 

科学技術振興機構（JST) 

採択 選定 
研究開発支援 
事業化支援 

グローバル市場へ 

挑 戦 

 
•研究機関に、技術シーズを市場ニーズにマッチングさせる人材が不足。 
•研究者に事業経験や事業立ち上げに必要なネットワークが少ない。 
•事業化に挑戦する研究を支援するリスクマネーが民間資金や公的研究資金に不足。 

大学発ベンチャーの課題 

大学等 

研究者 
事業 

プロモーター 

研究者 

ビジネス 
モデル 

 
 

技術シーズ 
技術シーズ 

技術シーズ 

技術シーズ 

選
定 

（
目
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き
） 
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成
 

事業プロ 
モーター 

（ＶＣ・金融機関等） 

事業プロモーター 

③ ビジネスモデル
を構築し、提案 

④ 経営人材と研究者のチームの
下、研究開発と事業化を一体的
に推進 

研究者 事業 
プロモーター 

ビジネス 
モデル 

 
 

技術シーズ 
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研
究
開
発
・
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事業プロモーター 

ビジネス 
モデル 

 
 

技術シーズ 
経営者候補 

・ 事業プロモーターの仲介による経営人材
と研究者のチームを結成 

・ 事業プロモーターによるマネジメントの下、
成長を見据えた知財戦略・市場戦略 

・ 民間資金呼び込みに向けた活動 

世界トップクラスの
日本の基礎研究 × 

イ
ノ
ベ
ー

シ
ョ
ン 

研究の「死の谷」 

※若手研究者の技術シーズを選抜、育成し、事業プロモーターへの提案につなげるため、技術シーズ選抜育成プロジェクトを実施。 

① 事業化ノウハウ
を持つ事業プロ 
モーターを採択 

② 大学の技術を
事業プロモータ
ーが選定 

   平成２８年度予算案  ：2,107百万円 
 （平成２７年度予算額   ：2,290百万円） 
                ※運営費交付金中の推計額 



知財活用支援事業 

現 状 認 識 ・ 課 題 

○ 大学自身の知財戦略策定及び知財マネジメントの実行の促進 （知的財産推進計画２０１５） 
○ 大学等に散在する知的財産の戦略的な集約、パッケージ化等による活用を促進 （科学技術イノベーション総合戦略２０１５） 

技術移転のための環境整備等 

・技術移転目利き人材育成（大学等の技術移転従事者への研修会開催） ・研究成果展開推進、技術移転等促進等（大学見本市、新技術説明会等） 

大学等知財基盤強化支援 

大
学
知
財
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
の
総
合
的
な
推
進 

事業化 
 

イノベーション 
創出 

○ 大学等が創出した知的財産を適切に活用し、イノベーション創出に結実させることを目指し、大学における知財マネジメントを総合的に推進するた
めの支援。 

○ 具体的には、大学等が知財権利化活動を行うための外国出願等の権利化費用の支援（権利化支援）、知財マネジメント活動のアドバイス（人的サ
ポート）、並びに重要技術の知的財産を多数の企業等が効果的に活用しやすくするための環境整備（パッケージ化）等を一体的に進め、イノベー
ション創出に向けて最適な形での知財マネジメントをＪＳＴがサポートし、大学等の知財基盤の強化を図るための支援制度。 

大学等の知財マネジメント活動（知財権利化活動、知財活用活
動等）において、事業プロデュース・知財戦略の策定等を大学
自身が行うために、大学等に対するアドバイス等の人的サポー
トを実施。 

大学等に散在する知的財産のパッケージ化をツールとしつ
つ、我が国における共通基盤的な重要技術の知的財産を多
数の企業等が効果的に活用しやすくするための環境整備の
継続的実施（オープン領域知財の環境整備） 

大学策定の 
 ・事業化プラン 
 ・知財戦略 
等に基づく支援 

 

権利化支援 
 

ＪＳＴ知財 
アドバイザー 

 

人的サポート 
 

パッケージ化 
（オープン領域知財 
の環境整備） 

知財の権利化費用について、事業化・イノベーション創出へ
志向しており、適切な知財戦略が検討された知財を支援。
特に、基礎的・学術的研究領域の案件（中長期的視野での
案件）に対する、権利維持面も含めた総合的支援を実施。 

   平成２８年度予算案  ：2,335百万円 
 （平成２７年度予算額  ：2,538百万円） 
                ※運営費交付金中の推計額 



国立研究開発法人を中核としたイノベーションハブの形成 

２．施策の概要 

➀ 明確な目標設定 
 －中長期目標にイノベーションハブの取組を明確に規定 

１．施策のポイント 

 「イノベーションハブ」の形成による国立研究開発法人の機能強化 

 科学技術振興機構（JST）が国立研究開発法人における研究開発成果の最大化（飛躍）に向けた取組の支援を行い、国立研
究開発法人がイノベーションを駆動させる基盤を持つのに必要な改革を推進 

 JSTによる支援を受ける国立研究開発法人は、その支援が終了した後も、イノベーションハブ形成の取組により会得した経験
やノウハウを引き続き活用し、自立することを前提 

 第５期科学技術基本計画期間を通じ、国立研究開発法人の改革を支援し、産学官の技術・人材を糾合する
場の形成を支援 

➁ 科学技術振興機構（JST) と国立研究開発法人の連携 
  【JST】 

 ファンディングを活用した人材糾合 
 研究成果の展開（起業化支援） 
 技術の調査・分析 
 戦略策定支援・コンサルティング 
 グッドプラクティスの普及              など 

  【国立研究開発法人】 
 クロスアポイントメント制度の積極的活用 
 人材育成・交流の場の提供（施設設備の整備・提供） 
 基幹技術をベースにした研究開発の推進              など 

大学 

産業界等 
国内外研究所 民間企業 

国立研究
開発法人 

 
 

JST 
支援 

知財 

事業化 

人事 

システム 

ハブ長 

研究  成果 

起業化 

ベンチャー 
支援規模： １．５～４．５億円 × ４件程度 

○イノベーションハブ形成支援 

 平成２８年度予算案  ：1,400百万円 
（平成２７年度予算額  ：1,500百万円） 
               ※運営費交付金中の推計額 

 ※国立研究開発法人の飛躍性ある優れた取組を選択的に支援  
 ※支援にあたっては、個々の国立研究開発法人の提案を審査・査定し、柔軟に対応 

情報発信 


